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Ⅰ．平成２８年度予算総括表 
 
１．国土政策局関係予算国費総括表

 

（単位：百万円）

事　　　　　　項 平成28年度 前年度

(A) (B) (A/B)

Ⅰ．行政経費

　○ 対流促進型国土の形成 399 319 1.25

　　・連携中枢都市圏の形成推進 85 0 皆増

　　・「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」 243 271 0.90

　　  形成推進

　　・スーパー・メガリージョンの形成推進 27 0 皆増

　　・新たな公による地域ビジネス創造支援 35 48 0.72

　　・二地域居住等の推進 9 0 皆増

　○ 新たな国土形成計画等の推進 238 0 皆増

　　・国土形成計画（全国計画・広域地方計画）の推進 189 0 皆増

    ・国土利用計画（全国計画、都道府県計画、 49 0 皆増

      市町村計画）の推進

　○ 条件不利地域（離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地帯等）の 4,454 4,459 1.00

　　  振興支援

　　・離島振興施策の推進 1,178 1,178 1.00

　　・奄美群島振興開発施策の推進 2,066 2,067 1.00

　　・小笠原諸島振興開発施策の推進 1,064 1,064 1.00

　　・半島振興施策の推進 111 115 0.97

　　・豪雪地帯振興施策の推進 35 35 1.00

　○ 地理空間（Ｇ空間）情報高度活用社会の実現 519 577 0.90

　　・地理空間情報の利活用の推進 259 274 0.95

　　・国土情報の整備及び国土調査の推進 248 291 0.85

　○ その他 422 783 0.54

行　政　経　費　　　計 6,031 6,137 0.98

Ⅱ．公共事業関係費

　○ 推進費等 15,170 17,229 0.88

　　・災害対策等緊急事業推進費 14,813 16,832 0.88

　　・官民連携基盤整備推進調査費 357 397 0.90

　○ 離島振興及び奄美振興〈一括計上分〉 64,686 65,708 0.98

　　・離島振興事業 44,102 44,453 0.99

　　・奄美振興事業 20,584 21,255 0.97

公共事業関係費　　　計 79,856 82,937 0.96

合　　　　　　計 85,887 89,074 0.96

（注）1．本表のほか、復旧・復興事業（東日本大震災復興特別会計）に離島2,792百万円（平成28年度国費）がある。

　　  2．本表のほか、社会資本整備総合交付金（広域連携事業）（平成28年度国費 898,332百万円の内数）がある。

　　  3．「Ⅰ．行政経費　◯その他」の前年度予算額には、国土形成計画(平成20年7月閣議決定)の改定等に関する

　　  　　経費等を含む。

                        4．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

対前年度
倍　　率
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２．特定地域振興関係予算国費総括表 
 

(A) (B) (A/B)

45,280 45,631 0.99 

1,127 1,127 1.00 

4,591 4,460 1.03 

1,845 2,214 0.83 

19,091 19,691 0.97 

17,448 16,961 1.03 

44,102 44,453 0.99 

1,178 1,178 1.00 

22,650 23,322 0.97 

419 441 0.95 

1,825 2,103 0.87 

595 595 1.00 

8,731 8,984 0.97 

9,014 9,132 0.99 

20,584 21,255 0.97 

2,066 2,067 1.00 

1,064 1,064 1.00 

111 115 0.97 

35 35 1.00 

64,686 65,708 0.98 

4,454 4,459 1.00 

（注）１．離島振興及び奄美振興については、一般公共事業の国土交通省一括計上分及び行政経費を計上
　　　　　している。

    　２．本表のほか、復旧・復興事業（東日本大震災復興特別会計）として、次のものがある。
　     　　○離島分　 2,792百万円

    　３．本表のほか、厚生労働省計上の｢生活基盤施設耐震化等交付金(非公共)｣があり、
   　　 　耐震化等に関する事業計画に基づき、水道施設の整備に充てることができる(13,000百万円の内数)。

    　４．本表のほか、特定地域振興に関連する事業として、集落活性化推進事業費補助金
　　　　 （平成28年度　238百万円）がある。

  　  ５．端数処理の関係で、合計額等は必ずしも一致しない。

＜ 半 島 振 興 ＞

行 政 経 費

公 共 事 業 関 係 費 計

行 政 経 費

＜ 小 笠 原 振 興 ＞

公 共 事 業 関 係 費 計

行 政 経 費

＜ 奄 美 振 興 ＞

社 会 資 本 総 合 整 備

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

農 林 水 産 基 盤 整 備

＜ 離 島 振 興 ＞

治 山 治 水

港 湾 空 港 鉄 道 等

(単位：百万円）

区　　　　分
平成28年度 前　年　度

対前年度
倍　　率

行 政 経 費

行 政 経 費

公 共 事 業 関 係 費

行 政 経 費

合計

合計

＜ 豪 雪 地 帯 対 策 ＞

治 山 治 水

港 湾 空 港 鉄 道 等

公 園 水 道 廃 棄 物 処 理 等

農 林 水 産 基 盤 整 備

社 会 資 本 総 合 整 備
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Ⅱ．予算概要 
 
 

 １．対流促進型国土の形成 

予算額    399百万円（対前年度比 1.25倍）行 政 経 費        

    
 新たな国土形成計画では、地域の多様な個性によってヒト、モノ、カ
ネ、情報が全国各地で双方向にダイナミックに動き、イノベーションを
創出する「対流促進型国土の形成」が示された。「対流」こそが日本の
活力の源泉であり、「コンパクト＋ネットワーク」の考え方を基礎に、
「連携中枢都市圏」や「小さな拠点」、「スーパー・メガリージョン」
といった重層的な国土構造・地域構造の形成等を促進する。 
 

 
 

 ２．新たな国土形成計画等の推進 

予算額    238百万円（皆増）行 政 経 費               

   
 急激な人口減少や巨大災害の切迫など国土を取り巻く時代の潮流を
踏まえ、平成２６年７月、2050年という長期を見据えた国土づくりのビ
ジョンとして、「国土のグランドデザイン2050」をとりまとめた。これ
を基に、平成２７年８月には、今後概ね１０年間における国土形成の基
本方針として、新たな国土形成計画（全国計画）、国土利用計画（全国
計画）を策定したところであり、計画を周知し、その効果的な推進を図
る。 
 新たな国土形成計画（広域地方計画）は平成２７年度中を目途に策定
する予定であり、その実現に向けて、各ブロックの特性、資源を活かし
自立的発展につながる広域プロジェクトを、関係省庁、地方公共団体、
民間等の多様な主体と連携し、着実に推進する。 

 
 
 

 ３．条件不利地域（離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地
帯等）の振興支援 

予算額   4,454百万円（対前年度比 1.00倍）行 政 経 費        
 

 条件不利地域（離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地帯等）に
ついて、地域の資源や特性を生かした創意工夫ある取り組みに対する支
援を行う。 
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 ４．地理空間（Ｇ空間）情報高度活用社会の実現 
          予算額    519百万円（対前年度比 0.9倍）行 政 経 費        

 
 世界最高水準のＩＴ利活用社会の実現に資する「地理空間情報高度活
用社会」の実現を目指し、地理空間情報の利活用を産学官が連携して推
進するとともに、国土に関する基本的空間情報の整備・提供を行う。 
 
 
 

 ５．民間投資等への機動的な対応による地域の活性化 
予算額  15,170百万円（対前年度比 0.88倍）公共事業関係費        

    
 各地域が個性や強みを生かし特色ある地域の成長を図るために、民間
の事業活動と連携して基盤整備を速やかに行うための支援を行う。 
また、自然災害等に対して機動的に対応し、防災・減災を図る。 

 
 
 

 ６．その他 
予算額    422百万円（対前年度比 0.54倍）行 政 経 費        

 

（１）首都機能の移転に関する調査 

（２）むつ小川原開発の推進に関する調査 

（３）国土計画に関する国際協力の推進     等 
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Ⅲ．個別事項 
 
１． 対流促進型国土の形成 
 

 
（１）連携中枢都市圏における内発的な自立発展の推進 
 
  対流促進型国土の中核的な生活・経済圏となる「連携中枢都市圏」※

において、地域資源を活用した内発的な自立発展を促すため、官民の多
様な主体が連携して地域の「稼ぐ力」を強化するための組織、体制、人
材等のあり方について実証的に調査・検討する。 

 
※「連携中枢都市圏」とは、地域において、相当の規模と中核性を備える圏域におい 
て市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、｢経済成長のけん引｣、
「高次都市機能の集積・強化」、「生活関連機能サービスの向上」を行うことによ
り、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を

維持する拠点を形成するもの。 
 

 
 ○ 連携中枢都市圏における内発的な自立発展の推進調査 

８５百万円（皆増） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊  
 
＊その他、広域連携事業（社会資本整備総合交付金）による基盤整備の利用が可能。 

 

地域の「稼ぐ力」を強化するためには、人材、資金を地域の比較優位な分野に選択・集中し、事業化
を図ることによって、域内経済循環による内発的な自立発展を促すことが不可欠。

このため、地域経済活性化に資する分野を選定し、プロジェクトの案件形成段階から連携プロジェク
トを推進する官民連携主体 （連携プロジェクト推進組織）の取組を支援する。

分野選定★

連携
プロジェクト

地域経済分析

比較優位な分野に特化 コーディネート フィージビリティスタディ

連携プロジェクト推進組織

産 学 官 金

案件形成★ 事業化★ 事業実施

連携プロジェクト
推進組織が実施。

★

地域資源

プロジェクト
マネージャー

 

 

連 携 中 枢 都 市 圏 に お け る 内 発 的 な 自 立 発 展 の 推 進  
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○ 「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業 
                ２３８百万円（前年度 ２７１百万円） 
 
○ 「小さな拠点」連携・普及推進調査 
                                   ４百万円（皆増） 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）「小さな拠点」の形成推進 
 

人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、基幹集落に複数の生
活サービスや地域活動の場を集め、周辺集落とネットワークで結ぶ「小
さな拠点」の形成を推進する。「小さな拠点」は、地域外の人が利用す
る施設を組み入れることにより、「対流拠点」となることが期待される。 
このため、既存公共施設を活用した施設の再編・集約等に対して、引

き続き支援するとともに、新たにフォーラムや交流会の開催を通じて一
層の普及啓発を図り、地域の取組の深化を推進する。 

 

○補助制度の概要

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成

推進事業（集落活性化推進事業費補助金）

●対象地域：過疎、山村等の条件不利地域

●実施主体：市町村

●対象事業

施設の再編・集約等（補助率１／２以内）

既存公共施設を活用した施設の再編・集約に係

る改修費等に対して支援

※本事業の支援対象はハード事業に限定。「小さな拠点」に関

わる総務省事業（過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事

業）とも連携し、内閣府の下で相談窓口の一元化等を行いつ

つ、地域の取組を支援。

「小さな拠点」の形成推進

○フォーラムや交流会の開催等
「小さな拠点」に関する取組の裾野を広げるため、フォーラムや交流会を開催し考え方の一層の普及を

図るとともに、同様な課題を抱える地域間相互の連携を強め、人と情報の「対流」による学び合いの枠組
みを構築する。

「小さな拠点」とは：小学校区等複数の集落を包含する地域において、生
活サービス機能や地域活動の拠点を歩いて動ける範囲に集め利便性を
高めるとともに、周辺集落とコミュニティバス等の交通ネットワークでつな
ぐなど、人やモノ、サービスの循環を図ることで、生活を支える新しい地域
運営の仕組みをつくろうとする取組。「小さな拠点」は、地域外の人が利用
する施設を組み入れることにより、「対流拠点」となることが期待される。

 

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」の形成推進  
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（３）スーパー・メガリージョンの形成推進 
 

リニア中央新幹線により東京・大阪間は約１時間で結ばれることにな 
る。これにより、三大都市圏が対流し、一体化したスーパー・メガリー 
ジョンを形成し、世界からヒト、モノ、カネ、情報を引き付け、世界を 
先導していくことが期待される。 

  このため、スーパー・メガリージョンの形成により新たに生み出す価 
値、我が国の社会や経済に与える影響、必要な方策等を検討し、それら 
の効果を全国に拡大し、最大化するため、広域的かつ分野横断的にスー 
パー・メガリージョンの形成に向けた構想の検討を行う。 

 
 

○ スーパー・メガリージョンの形成推進 
２７百万円（皆増） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

リニア中央新幹線によるスーパー・メガリージョン形
成に向けて検討を行う。
<検討項目>

・都市の集積がイノベーション創出に与える影響
・ナレッジ・リンク形成に向けた方策
・ライフスタイル等の変化
・国際競争力強化、経済成長、全国への効果の波及 等

スーパー・メガリージョン形成に向けた構想を策定

三大都市圏間の
移動の利便性向上

東海道新幹線の
ひかり号の増便

関西圏の空港の
利便性向上

首都圏の空港の
利便性向上

中部国際空港の
利便性向上

品川エリアの開発

北関東・東北と
大阪・名古屋との
アクセス性向上

東京～大阪間の高速鉄道の
ダブルトラック化
（リダンダンシーの向上）

北東日本の
国際ゲートウェイ
機能の強化

連携の
強化

南西日本の
国際ゲートウェイ
機能の強化

西日本の窓口としての
大阪の拠点性が向上

連携の
強化

国際コンテナ戦略港湾
の活用

４国際空港の役割分担・補完関係

新大阪 名古屋

高速道路との
アクセス性向上

品川

関西・中国地方等への
移動が鉄道にシフト
⇒空港発着枠のＬＣＣ等

国際線への活用

 

ス ー パ ー ・ メ ガ リ ー ジ ョ ン の 形 成 推 進  
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（４）新たな公による地域ビジネス創造支援体制の構築推進 
 

地域の発意を活かし、対流を通じた魅力ある地域づくりを進めること
で地方部の地域活性化を図るため、新たな公による持続的な地域づくり
活動を推進する。 
このため、地方公共団体、地域金融機関、NPO等から構成される地域づ

くり活動支援体制において組織的に実施する、地域ビジネス・ソーシャ
ルビジネス等への中間支援活動（伴走型の支援）に対して支援を行い、
地域の課題解決に取り組む地域づくり活動の活性化を図る。 

 
○ 多様な主体による地域づくり推進経費 

３５百万円（前年度 ４８百万円） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新たな公の持続的な活動モデルとして、民間主導のソーシャル・ビジネス等の新たな地域の担い手・雇用づくりに組織
的に取り組む中間支援活動を支援。

多様な主体による地方部の地域づくり活動支援体制構築事業

また、各地域づくり活動支援体制の活動を促進するための全国ネットワークの運営検討を行う。

地方における地域資源を活かした多様な主体による新たな地域ビジネス等が創出され、地域の活性化・課題解決が図られる。

効 果

地 域 の 多 様 な 主 体

国
補助

実施内容

地域づくり活動支援体制

地域
金融機関

地方
公共団体 NPO

地元
民間企業

里山体験ツアーの開発・実施

コミュニティカフェの開設・経営

特産品の開発・販路拡大

中間支援

※地域づくり活動に対する中間支援
活動に係わる経費を補助

・プランニング
・マーケティング
・ファンディング
・マッチング

デザイナーの派遣

ハ
ン
ズ
オ
ン
支
援

地域づくり活動支援体制が多様な団体に中間
支援を行うことで次年度以降も継続的な地域
ビジネスの創出がなされる

連携により継続的に多様な地域づくり
活動を支援

地域づくり活動

など

 

 

新 た な 公 に よ る 地 域 ビ ジ ネ ス 創 造 支 援 体 制 の 構 築 推 進  
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（５）二地域居住等の推進 
 

国土形成計画（全国計画）において位置付けられた「対流促進型国土」
の形成を図るため、複数の生活拠点を持ちながら複数の地域とかかわり
を持つ二地域居住、二地域生活・就労という新たなライフスタイルの実
現を推進していく。 
このため、二地域居住等の推進に係る先導的な取組をモデル的に支援

し、その成果を普及啓発するとともに、都市部の高齢者が地方で活躍で
きる環境整備など「対流」が生み出すイノベーションの創出に向けた施
策について調査検討を行う。 

 
 

○ 二地域居住等の推進に向けた先進事例構築推進調査 
９百万円（皆増） 

 
 

 
 
 

               

 

宿泊施設等の滞在費が高い

休暇が取りにくい

移動費が高い

適当な宿泊施設が見つからない

地域活動の情報の取得方法が分からない

現地で活動するための施設・メニュー不足

家族の理解が得られない

地域の慣習や人のしがらみが気になる

その他

施策の効果

■二地域居住が実践できない理由

出典：二地域居住等支援のための総合情報プラットフォーム整備等検討調査（H20)

都市住民が農山漁村などにも同時に生活拠点を持つ「二地域居住」や、生活・就労という
形でより積極的に複数の地域に関わりを持つ「二地域生活・就労」は、多様なライフスタイルの
実現や地方移住等の観点から重要。

まち・ひと・しごと創生総合戦略（H26.12閣議決定）

基本目標② 地方への新しいひとの流れをつくる
○地方居住の本格推進（「お試し居住」を含む「二地

域居住」の本格支援、住み替え支援）

地方への新しいひとの流れの
創出

二地域居住、二地域生活・
就労等の推進

「対流」の発生によるイノベーション
創出

【二地域居住等の推進に向けた先進事例構築推進調査】

○ 二地域居住等の推進に向けた先進事例の構築

☆ 行政やＮＰＯ、民間会社等、多様な主体で構成される協議
会等が実施する二地域居住等の推進に向けた先導的な取組
を支援しノウハウを蓄積（モニター調査）

○ 成果等の整理・分析、普及啓発、具体的施策の検討

☆ 成果等を整理・分析し普及啓発することにより、
二地域居住等の推進に向けた機運を醸成

☆ 空き家活用と二地域居住等がパッケージ
となった取組の効果的な実施方法やスキル
を持った都市部の高齢者が地方で活躍でき
る環境整備を通じた二地域居住等の推進方
策等について検討

周知イベント 移住体験ツアー お試し居住住宅

地方部

都市部

二地域居住のイメージ

割引ﾌﾟﾗﾝの企画ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口

 

二 地 域 居 住 等 の 推 進  
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２．新たな国土形成計画等の推進 

 
 ○ 新たな国土形成計画（全国計画）の推進 

５７百万円（皆増） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）国土形成計画（全国計画・広域地方計画）の推進 

 
新たな国土形成計画（全国計画）（平成２７年８月策定）の実現に向

けて、国土の基本構想である「対流促進型国土」、「コンパクト＋ネッ
トワーク」の形成や活力ある地方の維持等の具体的方策、計画の普及・
啓発、国土のモニタリング等について調査・検討する。 

また、新たな国土形成計画（広域地方計画）（平成２７年度中を目途
に策定予定）の実現に向けて、各ブロックの特性、資源を活かし自立的
発展につながる広域プロジェクトを、関係省庁、地方公共団体、民間等
の多様な主体と連携し、着実に推進する。 
このような取組により、「対流促進型国土」の形成に向け、新たな国

土形成計画を着実に推進する。 
 

新 た な 国 土 形 成 計 画 （ 全 国 計 画 ） の 推 進  

新たな国土形成計画（全国計画）
平成２７年８月 閣議決定

国土づくりの目標

①安全で、豊かさを実感することのできる国
②経済成長を続ける活力ある国
③国際社会の中で存在感を発揮する国

国土の基本構想

「対流促進型国土」の形成
↓そのための国土構造、地域構造

「コンパクト+ネットワーク」

具体的方向性

・ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土
・安全・安心と経済成長を支える国土の管理

と国土基盤
・国土づくりを支える参画と連携

ローカルに輝き、グローバルに羽ばたく国土

・「対流」の具体化
・「コンパクト＋ネットワーク」の実現
・集落地域における「小さな拠点」の実現
・スーパー・メガリージョン構想の実現（再掲）

安全・安心と経済成長を支える国土の管理と国土基盤

・国土の選択的利用の実現（国民的経営の実現方策等）
・「国土基盤を賢く使う」の具体化

国土づくりを支える参画と連携

・共助社会づくりの具体的方策
・地域を支える人材の育成・確保の具体的方策
・多様な主体との協働、国民への普及・啓発

計画の実現に向けた取組の推進

国土のモニタリング

・国土のモニタリングの実施
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○ 新たな国土形成計画（広域地方計画）の推進 
１３２百万円（皆増） 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新 た な 国 土 形 成 計 画 （ 広 域 地 方 計 画 ） の 推 進  

新 た な 国 土 形 成 計 画 （ 広 域 地 方 計 画 ） の 推 進  

H27 全国８ブロックにおいて、国、地方公共団体、経済団体等で構成する「広域地方計画協議会」に

おける協議を経て、新たな広域地方計画策定（計画事項：方針、目標、広域プロジェクト）

新たな国土形成計画（広域地方計画）（平成27年度中を目途に策定予定）の実現に向けて、
各ブロックの特性、資源を活かし自立的発展につながる広域プロジェクトを、関係省庁、地
方公共団体、民間等の多様な主体と連携し、着実に推進する。

H28

• 各広域プロジェクトの進捗状況の把握
• ストック効果や社会経済情勢等に関するデータ収集、変動要因等の分析 等

• 重点的に取り組むべき広域プロジェクトについて、多様な主体の合意形成・推進体制の構築支援、
主体間の調整役を担うコーディネーター支援 等

• その他の広域プロジェクトについては、各関係主体により実施

広域プロジェクトの推進

P

D

C

A

広域プロジェクトの実施

モニタリングの実施

課題の抽出、改善方策の検討

次年度以降のプロジェクト推進に反映

• 地域経済分析等により緊急性、地域への貢献度、成長性等を比較検討し、効果の高い分野について
案件形成

• 民間の資金、ノウハウを活用した官民連携プロジェクト等の戦略立案 等

• プロジェクトを推進する上での課題を抽出し、改善方策を検討
• 成功事例については、得られたノウハウ等を他のプロジェクトにも横展開

関係主体の連携による戦略立案
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 ○ 国土利用計画（全国計画、都道府県計画、市町村計画）の推進 

４９百万円（皆増） 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）国土利用計画（全国計画、都道府県計画、市町村計画）の推進 

 
国土利用計画法に基づき、国土形成計画と一体のものとして策定され 

る「第五次国土利用計画（全国計画）」（平成２７年８月策定）の実現 
に向けて、計画の基本方針である「適切な国土管理を実現する国土利用」、
「自然環境・美しい景観等を保全・再生・活用する国土利用」、「安全・ 
安心を実現する国土利用」を推進する。 

第 五 次 国 土 利 用 計 画 の 推 進  

第五次国土利用計画
（全国計画）

平成２７年８月 閣議決定

国土利用の基本方針

・適切な国土管理を実現する国土利用

・自然環境・美しい景観等を
保全・再生・活用する国土利用

・安全・安心を実現する国土利用

所有者の所在の把握が難しい土地の利活用に関する検討調査

所有者の所在の把握が難しい土地の増加の防止や円滑な利活用に
向けた現場の対応を支援するための方策の検討

人口減少下における国土管理のあり方に関する調査

人口減少下で持続的に国土を管理していくため、新たな土地利用管理
方策を検討

市町村による土地利用計画の策定に関する調査

市町村による土地利用計画の先進的な取組事例を調査・検討し、そ
の効果の発信を通じて、各市町村における有効な計画策定を促進

計画の実現に向けた取組の推進

基本とする

国土利用計画
（都道府県計画）

国土利用計画
（市町村計画）

土地利用
基本計画

基本とする

基本とする

国土のモニタリング

各種指標等を活用し、計画推進上の課題を把握。計画が目的を達す
るよう効果的な施策を講じる
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３．条件不利地域（離島、奄美群島、小笠原諸島、半島、豪雪地
帯等）の振興支援 

 
（１）離島振興施策の推進 
  

離島における地域活性化を促進し、定住の促進を図るため、雇用機会 
の創出の促進及び自然との触れ合いの場等の提供を図る。 
具体的には、離島から本土に戦略産品を移出する際及び本土から離島 

に原材料等を移入する際の海上輸送費の支援を継続して実施するととも 
に、本土の児童生徒が離島の小学校・中学校に留学するために必要な経 
費を一部支援する。 

 
○ 離島振興に必要な経費  

１，１７８百万円（前年度 １，１７８百万円） 
（うち離島活性化交付金 １，１５０百万円（前年度 １，１５０百万円）） 
 

「定住促進」事業

「交流促進」事業

「安全安心向上」事業

産業活性化事業
雇用機会の創出のための戦略産品開発
戦略産品の移出及び原材料等の移入に係る輸送費支援
※輸送費支援は、状況に応じて３年経過後も同品目を対象
とすることが可能。

・離島戦略産品の海上輸送費支援（魚介類等）
・新たな特産品の開発
・販路拡大支援

定住誘引事業
Ｕ・Ｊ・Ｉターン希望者のための情報提供
空家改修等の人材受入れのための施設整備
・空き家バンク登録制度の活用
・アンテナショップ開設支援

防災機能強化事業
・避難施設整備
・既存防災拠点の改修等
・災害応急対策施設の整備 等

計画策定等事業
・地域防災計画修正事業
・地域資源活用調査実証事業
・災害時電源確保基本計画作成事業

国

事業主体

都道県、市町村、
一部事務組合、

協議会、商工会 等

申請事業計画作成
成果目標策定

・事業費の1/2以内又は1/3以内を補助
・事業期間は原則として3年以内

流通効率化関連施設整備等事業

・荷捌所、加工施設、コンテナ等の整備

離島活性化交付金

離島における地域情報の発信
・多言語パンフレットの作成

島外住民との交流の実施の推進
・離島留学の支援
・交流イベントの開催

交流拡大のための仕掛けづくり
・旅行商品開発、受入体制整備

離 島 の 振 興  
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○ 奄美群島の振興開発に必要な経費  

２，０６６百万円（前年度 ２，０６７百万円） 
     （うち奄美群島振興交付金 

  ２，０５０百万円（前年度 ２，０５０百万円）） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（２）奄美群島振興開発施策の推進 

 
厳しい地理的、自然的、歴史的条件等の特殊事情により、未だ本土と 

の間に所得水準をはじめとする経済面・生活面での諸格差が残されてい 
ることから、産業振興により雇用を確保し、定住の促進を図る。 
特に、「奄美・琉球」の世界自然遺産登録を見据えて、歴史的・文化 

的なつながりが強い奄美群島と沖縄県の両地域における連携を強化し、 
交流を活性化するため、住民及び観光客の移動手段である交通アクセス 
の改善に向けた施策を支援する。 

 

「奄美・琉球」の世界自然遺産登録
を見据えて、歴史的・文化的なつな
がりが強い奄美群島と沖縄県の両
地域における連携を強化し、交流を
活性化するため、住民及び観光客
の移動手段である交通アクセスの
改善を図る。

奄美群島の自立的発展、住民の生活の安定及び福祉の向上並びに定住の促進を図ること
を目的として、奄美群島の特性に応じた産業の振興又は住民の生活の利便性の向上に資
する事業を支援する。

支援メニュー 平成２８年度実施
◆農林水産物輸送費支援

販路・生産拡大等のための戦略産品の移出に係
る輸送費支援

◆航路・航空路運賃の低減
離島住民（県内路線）及び旅行者（群島間路線）

への運賃支援

◆世界自然遺産登録に向けた観光キャンペーン
世界自然遺産登録に向けた観光振興のため、航

路・航空路線 の旅行者を対象とした観光ＰＲ・モニ
ター事業への支援

◆農業創出緊急支援
農業創出分野での台風対策に資する平張ハウ

スの整備等、農業機械の導入への支援

情報通信産業等における人材の確保及び育成、
林業・水産業の振興、自然環境の保全及び再生、
防災対策の推進、医療の確保 等への支援

奄美大島

徳之島

与論島

喜界島

沖永良部島

奄美群島

沖縄県

 

奄 美 群 島 の 振 興 開 発  
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（３）小笠原諸島振興開発施策の推進 
 

小笠原諸島の特性を最大限に生かした産業振興(農業・漁業・観光業)、
自然環境の保全、その他生活環境施策等を含めた地域の主体的な取組を 
支援する。 
具体的には、交通アクセス改善のため、唯一の定期交通手段である 

「おがさわら丸」の代替船の整備支援を行うほか、老朽化に伴う港湾施設
の改良、浄水場の施設・設備の更新等を支援する。 

 
 
 ◯ 小笠原諸島の振興開発に必要な経費  

１，０６４百万円（前年度１，０６４百万円） 
（うち小笠原諸島振興開発費補助金 

１３６百万円（前年度 １４１百万円）） 
（うち小笠原諸島振興開発事業費補助 

９１４百万円（前年度 ９０９百万円）） 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病害虫等防除対策診療所運営

各種調査（観光関係）

医療施設の運営支援（リハビリテーションに
対応した診療所の運営に対する支援を行
う。）

小笠原諸島振興開発関係予算

○ 小笠原諸島の特性を最大限に生かし、地域の主体的な取組を支援

小笠原諸島の自立的発
展に向けた産業振興に
関する調査を行う。

小笠原諸島振興開発事業費補助（ハード事業）

農業基盤整備 農業・水産業振興

簡易水道船舶整備

自然公園・都市公園

直轄調査経費小笠原諸島振興開発費補助金（ソフト事業）

港湾整備

沖村浄水場（母島）

道路整備

おがさわら丸代替船イメージ

経年劣化及び利用者ニーズに対応した定期船
「おがさわら丸」代替船建造（平成28年7月就航
予定）を支援する。

父島二見港岸壁の老朽化に伴う改良等を
行い、防災機能を高める。

建設後40年以上経過し、老朽化した母島の浄水
場の更新工事等を行い、安定した水の供給を行
う。

二見港（父島）

ⓒ小笠原海運株式会社

指定病害虫であるミカンコミバエの再侵入
警戒調査やアフリカマイマイの防除・試験
研究等を行う。

小笠原村診療所

 

 

小 笠 原 諸 島 の 振 興 開 発  
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（４）半島振興施策の推進 
 

三方を海に囲まれ平地に恵まれず、人口減少・高齢化の進行等に直面 
する半島地域の自立的発展に向け、改正半島振興法の趣旨に即し、多様 
な主体の連携及び協力により実施される地域間交流の促進、産業の振興、
定住促進に係る取組への支援を行う。 

   
 

  ○ 半島地域振興等に必要な経費  １１１百万円（前年度 １１５百万円） 
（うち半島振興広域連携促進事業  ９８百万円（前年度 １００百万円）） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 半 島 地 域 の 振 興 

多様な体験プログラムを組み
入れた教育旅行誘致

○ 補助対象：道府県（事業主体：道府県、市町村、民間団体等）

○ 対象事業：資源や特性を活かした交流促進、産業振興、定住促進に資する地域における取組をパッケージ化し、

それぞれの取組主体が連携・分担して広域的に実施される取組

○ 補助率：道府県、市町村・・・予算の範囲内で事業費の１／２以内

民間団体等・・・予算の範囲内で事業費の１／３以内（ただし地方公共団体の負担額と同額まで）

半島地域において、それぞれの事業主体が連携して実施する中期的な事業パッケージを道府県から国に提出し、国は
予算の範囲内で補助を行う。

半島の特徴的な地形を活か
したジオパークの取組

観光振興のため海岸
漂着物の除去作業

各地での体験型プログラムを
取り入れた農家民泊の取組

定住促進のための地域
における防災の取組

移住定住する上での
懸念事項の解消

農家民泊での特産品提供 半島地域一体となった広
域的な取組の実施による

相乗効果

農家民泊での
教育旅行受入

半島の特異な地形からなるジオ
パークでその成り立ちを学ぶ

多様な地域資源を活か
した特産品開発

海岸漂着物の除去作業をした後は
農家民泊で体験活動

UIJターン促進のための空き家
情報の収集・提供移住定住のためのきめ細やか

な相談対応

移住定住環境
の整備

多様な交流から二地域
居住等への発展

平成２７年３月の半島振興法改正にあわせ、半島地域において多様な主体が連携して広域的に実施

する、交流促進、産業振興、定住促進に資するソフト事業に対して支援する。

制度の概要

半島振興広域連携促進事業

交流促進事業
・観光・交流メニューの開発
・地域情報の発信
・地域外住民との交流実施

産業振興事業
・地域資源を活かした産品の開発
・ブランド化等の販売促進
・消費者ニーズの把握、販路拡大

定住促進事業
・ＵＪＩターン受入の環境整備
・地域を支える人材の育成
・防災環境の整備 等

事業メニュー（例）
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（５）豪雪地帯振興施策の推進 
 

高齢化が進む豪雪地帯における雪処理の担い手を確保・育成するとと 
もに、除雪作業の安全性を向上させるため、地域の実情に即した先導的 
で実効性のある地域除排雪体制の構築や安全な屋根雪下ろしの体制づく 
りなどを支援・推進し、その整備手法を普及・展開する。 

 
 

○ 豪雪地帯における除排雪体制整備への支援等 
３５百万円（前年度 ３５百万円） 

○共助による地域除排雪の体制整備、広域連携による除雪の担い手確保、安全な屋根

雪下ろし体制の整備に向けた取組などを公募し、支援する。

○先導的取組の成果を事例集やガイドブック としてとりまとめ、全国に発信、普及・展開

を図る。

▲除雪ボランティア活動をコーディネート
（兵庫県香美町）

支援の一例

支援の一例

豪 雪 地 帯 対 策 の 推 進

▲学生ボランティア始動
（北海道北見市）
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平成28年度内での次期（第3期）地理空間情報活用推進
基本計画の閣議決定に向け、基本計画に反映すべき事項を
とりまとめ、基本計画案を策定。

※現行（第2期）基本計画
→平成24年3月閣議決定（計画期間：平成28年度末まで）

Ｇ空間情報の円滑な流通促進に向けた検討

地理空間情報の利活用推進のため、様々な主体が有する地理空間情報をオープンデータとしてＧ空間
情報センターに登録し、利用者に提供することにより、利活用の成功モデルを構築し、地理空間情報の
円滑な流通を促進。

様々な主体が有する地理空間情報

オープンデータ
として登録

地図、統計情報、ハザードマップ、
航空写真、インフラ情報…

・・・

各省庁
地方

公共団体

民間企業 大学

デ
ー
タ
の
入
手

・
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

Ｇ空間情報センター

デ
ー
タ
の
検
索 データ

入手支援

データ
変換・編集デ

ー
タ
の
登
録

・登
録
支
援

データ
加工・解析

（平成28年度から本格運用開始を予定）

地理空間情報の円滑な流通促進
Ｇ空間情報センターの利活用の促進、

機能拡充

利
活
用
モ
デ
ル
の
構
築

シ
ョ
ー
ケ
ー
ス
と
し
て
公
開

次期基本計画の策定に向けた総合的課題等の検討

産学と連携しつつ、G空間情報の国民への普及
啓発とG空間関連産業の発展に資する場として、
日本のG空間社会を支える最先端の技術やサービ
スの紹介等を行う「G空間EXPO」を開催。

G空間社会実現に向けた普及啓発・人材育成

４．地理空間（Ｇ空間）情報高度活用社会の実現 
 
 
（１） 地理空間情報の利活用の推進 

世界最高水準のＩＴ利活用社会の実現に資する「地理空間情報高度活 
用社会」の実現を目指し、地理空間情報の利活用を産学官が連携して推 
進する。 

 
（２） 国土情報の整備及び国土調査の推進 

国土政策上の課題の科学的・客観的な分析のため、国土に関する様々 
な情報についてＧＩＳデータ整備等を行う。また、国土調査法に基づき、
国土の現状を明らかにする土地分類基本調査・水基本調査を推進する。 

 
 
  ○ 地理空間情報の利活用の推進 

１８０百万円（前年度 １９１百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 理 空 間 情 報 の 利 活 用 推 進 に よ る  

Ｇ 空 間 社 会 の 実 現  
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■ 屋内で人（スマートフォン等）の位置を測位する環境がない。
課題

■ 屋内の地図を整備・更新し、市場へ流通させる仕組み、体制が
確立されていない。

■ 測位ができた結果を表示する屋内の電子地図がない。
（限定的に整備されており、面的サービスが提供できていない。）

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大
会開催に向け、屋内外の電子地図や測位環境等の空間
情報インフラの整備・活用を促進し、訪日外国人を含
む誰もがストレスを感じることなく円滑に移動・活動
できるストレスフリー社会を実現。

民間事業者による多様なサービスが生まれやすい環境づくり

屋内外シームレス
な地図の整備

共通利用に向けた
統一的なルール

地図や測位環境
の継続的な
整備・更新体制

サービスの見える化実証

屋
内
外
目
的
地
へ
の

シ
ー
ム
レ
ス
な
移
動
が
可
能
に

広い空港内の経路も 複雑な駅間の乗り換えや
屋内（地下）空間も

自分の座席までの
経路も

空港 スタジアム駅・街中・屋内

平成27年度の東京駅周辺での実証成果を踏まえ、空港やスタジアム、主要駅等での
さらなるサービス向上に向けた取組を推進

ナビゲーション等の多様なサービスの創出

ス
ト
レ
ス
フ
リ
ー
社
会
・

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
社
会
の
実
現

 ○ 高精度測位技術を活用したストレスフリー環境づくりの推進 
９１百万円（前年度 ９５百万円） 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
○ 国土情報の整備及び国土調査の推進 

２４８百万円（前年度 ２９１百万円） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高 精 度 測 位 技 術 を 活 用 し た  

ス ト レ ス フ リ ー 環 境 づ く り の 推 進  
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５．民間投資等への機動的な対応による地域の活性化 
 
 
（１）官民連携による地域活性化のための基盤整備の推進 
 
  公的ストックを賢く使い、民間投資の誘発、ビジネス機会の拡大を図

る観点から、地方公共団体に対して、民間の投資や事業活動と一体的に
計画・実施することにより地域活性化に資する社会基盤整備の事業化検
討経費を支援する。 

  
○ 官民連携基盤整備推進調査費（公共事業関係費） 

３５７百万円（前年度 ３９７百万円） 
 

                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【調査内容】

クルーズ客船就航や新規飲食施設の開
設など民間の活動に合わせ、大型クルー
ズ客船対応岸壁、泊地、緑地等の整備
の事業化検討。

・必要な港湾機能の検討
・整備効果の検討 等

例：コンパクト＋ネットワークの実現のための公的不動産を活用した地域拠点整備の検討

学校跡地【ＰＲＥ】

【民間の取組】
・民間施設（病院等）の整備

【調査内容】

民間施設（病院等）の整備主体である民間事業者と連携し、公園、道路、地域振
興施設等の事業化検討。

・施設配置、必要機能の検討
・施設の概略設計 等

【調査内容】
PPP/PFI方式により行われる民
間事業者の活動に合わせ、必要
な基盤整備の事業化検討。
・基盤整備の基本計画の検討
・PPP/PFIの導入可能性、官民
役割分担の検討 等

例：民間のビジネス機会の拡大のためのPPP/PFI方式による交流拠点整備の検討

【民間の取組】
・PPP/PFI方式により民間

事業者が産業交流施設
の整備・運営管理

●

例：観光立国推進のための外航クルーズ誘致に必要な施設整備の検討

【民間の取組】
・クルーズ客船就航
・飲食施設・

市場開設 等 中心市街地

【基盤整備の内容】
・岸壁の整備
・泊地の整備

【基盤整備の内容】
・緑地の整備

【基盤整備の内容】
・岸壁の整備
・泊地の整備

【基盤整備の内容】
・駅前広場の整備

【基盤整備の内容】
・駅前広場の整備
・道路の整備

【基盤整備の内容】
・多目的広場の整備
・道路の整備

【基盤整備の内容】
・防災公園の整備

【基盤整備の内容】
・地域振興施設の整備
・道路の整備

 

官 民 連 携 基 盤 整 備 推 進 調 査 費  
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（２）防災・減災への機動的な対応 
 

自然災害（洪水、豪雨、地震、津波、崖崩れ等）により被災した地域、
重大な交通事故が発生した箇所等において、住民及び利用者の安全・安
心の確保を図るため、再度災害の防止対策や事故の再発防止対策等を緊
急に実施する。 
具体的には、災害復旧事業では対応できない以下のような場合の対策

等について、年度途中に省内・他省庁の関係部局、地方公共団体からの
要求を受け、予算を配分する。 

 
 
 ○ 災害対策等緊急事業推進費（公共事業関係費） 

１４，８１３百万円（前年度 １６，８３２百万円） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対策後の河川断面

災害復旧事業費
で原形復旧

【施設に損傷なし】 【施設に損傷有り】

推進費で嵩上げ推進費で嵩上げ

■原形復旧に加えて行う公共土木施設の防災機能の強化※

■公共土木施設に損傷がない場合の対策

■公共交通の安全確保を図るための対策

※災害復旧事業と同時申請であれば、原形復旧に加え施設の機能向上が可能

メール等により提供
する気象情報等
配信項目を追加

被災時

越水

越水・浸水したが
施設に損傷なし

被災水位

被災した護岸の
原形復旧に加え
嵩上げを実施

堤防の損傷はなか
ったが、越水・浸
水したことから、
河道拡幅等を実施

竜巻に伴う死亡
事故を契機に、24
時間体制で発表する
緊急情報や気象警報
等を電子メールで配
信するシステムを
改修し、海上交通
の安全を確保

河道拡幅

推進費による対策

護岸

【施設に損傷なし】

【施設に損傷有り】

竜巻に伴う漁
船転覆事故が
発生し、乗組
員５名が死亡

 

災 害 対 策 等 緊 急 事 業 推 進 費  
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６．その他 
 
 
○ 首都機能の移転に関する調査 

１０百万円（前年度 １０百万円） 
 

○ むつ小川原開発の推進に関する調査 
６百万円（前年度 ６百万円）  

  
○ 国土計画に関する国際協力の推進 

８３百万円（前年度 ７９百万円）  
 
 
 
 
 
 
 
 


